
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 業 報
¨
E」
Lヨ

特定非営利活動法人 活動法 人 高織 ネ ッ トワー ク

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  3,850 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数 ぜ豪碧

節 ,田

党盃
対象者
人数

景栗賀
(千

円 )

進学 0就職等
の相 談会 の
開催事業

同左

02.4.1

03.3.31

随所 2名
進 学 希

望者等
200名 2,254

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上墜場合)

ワ‐―ク

_____」置____」旦_____ 」ヽ計・ 曾計

取会費
賛助会員受取会費

受取
施設等受入評価益

受取補助金

高校進学相談会収入
事業収益

受取利息

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗什器備品費
消耗品費
諸謝金
会場費
宣伝広告費

124,350
8,160

3,718,440

退職給付費用
福利厚生費

地代家賃
旅費交通費
減価償却費

L

3,850,950

3.350.

L

132,330

132_

3_988_280

当  ]田 l陽 -1_728 747



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 高校ネットワーク

金  額 小 計・ 合 計

「¬配
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

2,207,821
1,823,461

現金預金
未収金

棚卸資産

4.031.282

(1)有形回足資E
車両運搬具
什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金
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【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 4,031,



令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告

特定非営利活動法人  高校ネットワーク

重要な会計方針
計算書類の作成は、lYO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正肥0法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

税込処理

2.事 業別損益の状況

事 業 事 業 事 業 事 業
事業部門計 管理部門 合計科 目

当

1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

内 容 金 額 算 定 方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

内容 : 期 首残 高 期 末残 高 備 考

合計

科

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 陽 F豊務:薦副 当期借 入 当期 返 済

合計

科 目

計算書類 に

計上 された
ハ箱

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人ルσ)I和 弓l

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 高校ネットワーク

會 ■ ′:ヽ 計 含 計

責 麗

現金預金
手元現金
三井住友銀行・小岩支店・普通預金

未収金
通信制高校進学相談会未収金

欄卸質産

販売用寄附物品

57,586
2,150,235 2,207,821

1,823,461 1,823,461

「函萄計 ・・■ ① 4.031.282

2 定壼産

(1)有影日定責産
車両運搬具

事業用車両

什器備品
パソコン

【2)無形固定資産
ソフトウェア

オペレーションシステム

文書編集ソフト

借地権

○○市事業所

(3)投資その他の資産
敷金

〇〇市事業所

長期貸付金
○○銀行

薔 顧否評
~二

・②

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,031,232

丁
~■

僣 の 日

百 覆

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

預り金
源泉徴収税

1負債合計  ・・・③
2 色 僣

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

僣 舎 ■[ の

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】 4,031,282

F] |=|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和2年度年間役員名簿 J泄驚雅だぢF:″維辱:棚蹴拙黒器留蠣
所並

特定非営利活動法人 高校ネットワーク

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

2 役員一覧

役 名

どちらかに

○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記

入)氏   名

1 理事長

タマダ シュウイチ H3メ手4月 1日

R2`年 3月 31日

年 月 日

年 月 日玉田 秀一

９

“ 理事

タナカ リュウイチ H31年 4月 1日

R2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日田中 龍一

3 監事

ツガワ ミツハル H3ソ手4月 1日

R2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日津川 光晴

4 理事

イ トウ カツトシ Rl年 12月 28日

R2年:3月 31日

年 月 日

年 月 日伊藤 勝利

5

´
０

7

9

10

8



書式第4号 (法第 10条・第28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活麟法人_1壼左1=2上2E=2___________

氏   名

玉田 秀―

2 伊藤 勝利

3
田中 龍―

4 津川 光晴

5
玉田 光江

6
田中 由紀子

7 青木 紀諭

8
塩沢 真理

9
三宅 三千代

10
三谷

F¬
ヒ渕

11

12


